
1 
 

■清須市の人口動向等について 
Ⅰ.人口の推移                                                  

○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、本市の人口は2020年頃の67,299人をピークに緩やかに減少し、

2040 年には 64,870 人となる見込み。【２ページ】 

○ 本市の合計特殊出生率は「1.63」（全国平均「1.38」、愛知県平均「1.51」）と比較的高い水準にあるが、今後高

齢化が進展するため、人口構成の老年人口割合が拡大する。【３～９ページ】 

Ⅱ.自然増減・社会増減の動向                                           

○ 本市は人口の自然増の維持により、年によって変動する社会増減を合せても人口推移は微増傾向だが、構造的に

20歳代前半が流出超過傾向にある。これは進学・就職に合わせた転出の動きと推定される。【10～15 ページ】 

Ⅲ.観光・交流人口の状況                                             

○ 本市は平日人口が流入超過、休日人口が流出超過となっている。休日人口の流出超過要因としては、市外からの

観光誘客が低調なためと推察される。【16～19 ページ】 

Ⅳ.人口動向の要因                                                      

○ 本市は、社会増減より自然増減の影響を受けて人口が変動しやすい傾向にあるが、その人口動態は比較的安定し

ており、急増・急減の動きは起きにくい。【20～21 ページ】 

  

資料３ 
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Ⅰ.人口の推移 

（１）総人口の推移                                                

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市の人口は、昭和 55（1980）年から平成 22（2010）年の 30 年で、約 4,500 人増加している。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、本

市の人口は 2020 年頃の 67,299 人をピークに緩やかに減少し、2040 年には 64,870 人となる見込みである。 
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出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H25.3 推計） 
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（２）愛知県内の市区町村別合計特殊出生率                                                          
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○ 平成 20（2008）～24（2012）年の合計特殊出生率を見ると、本市は「1.63」と、全国平均「1.38」並びに愛知県平均「1.51」と比べて、比較的高い

水準にある。 

出典：厚生労働省「平成 20 年～平成 24 年人口動態保健所・市区町村別統計の概況」 
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（３）年齢３区分別人口の推移                                            

 
 

 

   【男女計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

○ 本市の年齢３区分別人口を見ると、15歳未満の年少人口は、昭和 50（1975）年以降、減少傾向が続いている。また、15～64 歳の生産年齢人口は、平

成７（1995）年をピークに減少に転じている。一方、65 歳以上の老年人口は増加が続いている。先行きも一層の高齢化が予測され、老年人口の人口構

成に占める割合は、平成 22（2010）年の約２割から、平成 52（2040）年には約３割へと上昇が見込まれる。 
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出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H25.3 推計） 
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（４）男女別・年齢３区分別人口の推移                                          

 
 

 

 【男性】                              【女性】 

  

○ 本市の男女別・年齢３区分別人口は、総人口と同様の動きとなっているが、老年人口の増加のテンポは女性が速く、年少人口を上回ったのは、男性

が平成 17（2005）年であるのに対し、女性は平成 12（2000）年となっている。また、老年人口が人口構成に占める割合は、女性の方がより高い状況が

続き、平成 52（2040）年には、女性の３人に１人が高齢者となる見込みである。 
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出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H25.3 推計） 
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（５）年齢３区分別の人口増減（2010 年を 100 とした場合）                           

 
 

 

 

 【年齢３区分別の人口増減（2010 年を 100 とした場合）】 

  

○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計から年齢３区分別に平成 52（2040）年までの人口増減を見ると、総人口は平成 32（2020）年をピークに緩やか

な減少に転じる。老年人口は著しく増加し、平成 22（2010）年を 100 とした場合、平成 52（2040）年には、141.6 となる一方で、年少人口、生産年齢

人口は、総じて減少傾向にあり平成 52（2040）年には、それぞれ 87.3、88.7 となっている。 
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（６）人口構成の変化（人口ピラミッド）                                          

 

 

 

 

【昭和 45（1970）年】 

 

 ＜男女別人口（年齢５歳階級別）＞                     ＜男女の人数差（年齢５歳階級別）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市の男女別人口の年齢構成を表す人口ピラミッドの推移を見ると、昭和 45（1970）年の富士山型から、平成 22（2010）年には釣鐘型の人口構成に

推移し、今後は高齢化が進展するため、人口構成の老年人口割合が一段と拡大するつぼ型の人口構成が見込まれる。 
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【平成 22（2010）年】 

 

 ＜男女別人口（年齢５歳階級別）＞                     ＜男女の人数差（年齢５歳階級別）＞ 
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【平成 52（2040）年】 

 

 ＜男女別人口（年齢５歳階級別）＞                     ＜男女の人数差（年齢５歳階級別）＞ 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H25.3 推計） 



10 
 

Ⅱ.自然増減・社会増減の動向 

（１）自然増減数・社会増減数の推移                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市の人口推移は、自然増減数は増加を維持している一方で、社会増減数は、年によって増減のばらつきが見られる。自然増に起因して、総じて微

増傾向である。 
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出典：総務省「住民基本台帳人口」 
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（２）自然増減数の推移（出生・死亡）                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市の自然増減数は、出生が死亡を上回る状況（増加）が続いているが、その差は小さくなる傾向にある。 
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（３）社会増減数の推移（転入・転出等）                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市の社会増減数は、経済動向や社会的な出来事の影響で年によって変動があるが、この 10 年は、転出が転入を上回る（増加）年が多くなっている。 
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出典：総務省「住民基本台帳人口」 
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（４）年齢・男女別の５年前の常住地からの転入・転出（平成 17～22 年）                                                          

 

 

 

 

【男性】                               【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 国勢調査（平成 17 年～22 年）で５年前の常住地からの転入・転出を見ると、転入、転出ともに県内他市町村が多くなっているが、男性の 15～19 歳

及び 20～24 歳では他県からの転入が多く、男性の 20～24 歳では、他県への転出が多い。これは進学・就職に合わせた転出の動きと推定される。 
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出典：総務省「国勢調査」 
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（５）年齢・男女別の純移動数の推移                                                          

 

 

 

 

【男性】                               【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○構造的に 20歳代前半が流出超過傾向にあり、特に男性では顕著である。前項目と同様に、進学・就職に合わせた転出の動きと推定される。また、女性

の 20歳代は前半・後半ともに流出超過傾向が見られる。 
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出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 
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（６）定住人口の状況（男女別）（ From-to 分析グラフ 平成 26 年）                                                          

 

 

 

 

【男性】                               【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 国の地域経済分析システムにより、本市の転入・転出先を見ると、男性・女性ともに、転入超過数が最も多いのは一宮市、転出超過数が最も多いの

は、稲沢市となっている。 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 
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Ⅲ.観光・交流人口の状況 

（１）滞在人口の状況（平日・休日別）（ From-to 分析グラフ 平成 26 年）                                                          

 

 

 

【平日】                              【休日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 国の地域経済分析システムにより、観光・交流等による本市の滞在人口を見ると、平日・休日ともに国勢調査人口の約２倍にあたる人口が滞在をし

ている。平日に比べると休日の滞在人口は少なく、特に市外や県外から訪れる人の割合が低くなっている。 

出典：株式会社 Agoop「流動人口データ」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 

 

※ 滞在人口とは、市区町村単位で滞留時間が 2 時間の人口を表している。 
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（２）滞在人口率の順位（平成 26年）                                                          

 

 

 

 

【平日】                                【休日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 滞在人口率の順位は、平日、休日ともに県内では 20 位台となっているが、休日の順位が相対的に低い状況である 

 

出典：株式会社 Agoop「流動人口データ」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 

 

 

※ 滞在人口とは、市区町村単位で滞留時間が 2 時間の人口を表している。 

※ 県内の市区町村数は、名古屋市を区単位とする 69 市区町村。 
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（３）月別・時間帯別の滞在人口（平成 26年）                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 本市は、平日人口が流入超過、休日人口が流出超過となる時間帯が多い。休日昼間の人口が流出超過となる要因としては、市外からの観光誘客が低

調なためと推察される。 

出典：株式会社 Agoop「流動人口データ」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 

 

 

※ 滞在人口とは、市区町村単位で滞留時間が 2 時間の人口を表している。 
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（４）メッシュ分析（流動人口）（平日・休日）                                                          

 

 

 

 

【平日】                                【休日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 国の地域経済分析システムにより、ある１時点における流動人口の分布をみると、本市は、東名阪自動車道や国道 22 号に沿って、人口の多い地点（赤

いメッシュ）が表れている。 

出典：株式会社 Agoop「流動人口データ」、中小企業庁「地域資源情報」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 

 

※ 流動人口等の定義。※時点は 2014 年４月の 12 時と設定。 
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Ⅳ.人口動向の要因 

（１）愛知県内市町村の自然増減・社会増減の状況                                                           

 

 

 

     【自然増減数・社会増減数の状況（名古屋市を除く）：平成 17（2005）～平成 25（2013）年度の平均】 

 

 

  

○ 県内市町村の自然増減・社会増減を、平成 17（2005）～平成 25（2013）年度の平均で見ると、自然増減・社会増減の状況が本市と似た都市は、名古

屋市近郊に多く見られる。 
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出典：総務省「住民基本台帳人口」 
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（２）自然増減と社会増減の影響度(将来)                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本市は、社会増減より自然増減の影響を受けて人口が変動しやすい傾向にあるが、その人口動態は比較的安定しており、急増・急減の動きは起きに

くい。 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づき国のまち・ひと・しごと創生本部が作成 

全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した

推計総人口に応じて、以下の 5段階に整理 

段 

階 

影響度（％） 

自然増減 社会増減 

１ 100 未満 100 未満 

２ 100～105 100～110 

３ 105～110 110～120 

４ 110～115 120～130 

５ 115～ 130～ 

 


